












































示され、1960 年 2 月、文部省社会教育局長か
ら都道府県教育委員会宛てに「「公民館の設置
及び運営に関する基準」の取扱について」（2月















































































第 1条（趣旨）、第 2条（対象区域）、第 3条
（施設）、第 4条（設備）、第 5条（職員）、第
6 条（他の施設等との連絡協力）、第 7 条（連
絡等にあたる公民館）、第 8条（公民館運営審
議会）、第 9条（分館)からなる 










































































































































人口 5,000   330平方メートル  
8,000   330－500平方メートル 
15,000      560－1,150平方メートル  









































































⑥市町村合併への対応         
「市町村合併で広域団体となった際には、 
公民館の配置を再調整し、従来公民館のなか 
った地区にも公民館を新たに建設するぐらい 
の積極性をもつことを念願している」（22） 
5.4 解説方法 
①望ましくない対応 
 「一般によくあるように、誰でも番人さえ置
いておけばよいと云うような考え方で、主事の
人選をしたり、能力の有無を考えずに格式や年
齢だけで館長を決めたり、公民館を姥捨山のよ
うな状態に置いたりすることは厳に慎まなけ
ればならない」（73） 
 基準を超えている場合、「設置者が、基準以
上にする必要はないと考えて、その縮小、統合
を図るが如きことがあったとすれば、それは、
公民館というものの本質を解さないための暴
挙」である（35）。 
②実績・調査結果 
「誰でも公民館へ行くことのできる距離」 
は「分館ならば、5、6分、本館ならば 20分
以内というのが適正であろう」（42-43） 
「私たちの調査」では「公民館までの距離
が 2キロメートルまでのものが最も利用率が
高いようである」（20） 
③関係団体の意見 
 建物の面積について、「全国公民館連絡協
議会は 150坪を強く主張した」（24） 
④将来展望 
「この基準が一日も早く理想的水準を示す
ものに改められる日が来ることを念願したい」
（17-18） 
5.5 公民館・図書館の関係 
  図書館にとって非常に重要と思われる見解
が示されている。 
①現状 
 図書室等は「必ずしも活用されているとは云
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えない」（53-54） 
②両者の関係 
 図書館、博物館等の専門施設は「高度に専門
化し分化すると同時に、広く一般の要求に応じ、
さまざまな方向へ活動の範囲を拡げていかな
ければ、(中略)多数の人々の教育活動に結びつ
くことはできない」「しかし、(中略)専門分化
と一般化を同一施設がすべて(中略)行う」こと
には非常な無理がある(39)。 
③公民館と図書館の協力関係 
「図書館は、本来の専門的な事務に専念し、
（中略）図書館等の資料の利用を公民館に委
ね、公民館は（中略）一般社会教育活動にこ
の資料を結びつけ、その利用の促進につとめ
るのが、（中略）能率的であると思われる」
（39）、公民館は、「専門的施設の保管する資
料を利用して、住民の要求に応じた活動を展
開する」、その意味で「これら専門的施設の媒
介者と云うこともできるであろう」（38） 
④公民館における図書資料の活用 
「図書室だけに図書を閉ぢ込めてしまうの
でなく、講義、実習、研究、協議等の機能を
持つ施設にも、関係図書を置き、かつ、利用
できるような方法を講ずるという考え方でそ
の施設を充実することが大切である」（54） 
⑤公民館図書室の運営への援助 
「専門的で(中略)よく整備された」図書館
の「援助によって始めて公民館としてもその
機能をじゅうぶんに発揮できる」（77） 
公民館は、図書室に必ず参考図書、雑誌、
新聞、必要ならば、地域産業等に関する図書
等を備えなければならない（67）。図書館か
ら図書室に定期的な配本が行われ、学級・講
座・グループへ関係図書が配られるようにす
る（67-68）。図書館に物的人的援助を求め、
地域住民の必要とする本を公民館でも貸出を
受けることができるようにする（76）。 
⑥図書館がない場合 
「それに代わる施設や組織を連絡等に当る
公民館に置いてその援護を受けるほかはな
い」（76）、「図書館の完全な援助協力の得られ
ない場合は、司書の資格を持つ者を配置しな
ければならないであろう」（72） 
 
６．まとめ 
6.1 基準・取扱通達との関係 
基準を前向きに活かす観点から、基準を補
足する内容を取扱通達で示し、取扱通達を補
足する詳しい内容を『解説』で述べ、基準を
補足する文部省の考え方を示している。 
全体として、公民館振興を強く訴える解説書 
となっている。基準にすべてを盛り込むのでは 
なく、基準、通達、『解説』によって、段階的 
に解説し、徐々に積極的な表現を用いている。 
6.2 取扱通達の特徴 
理想的水準の規定ではないこと、専任の館長
と主事が必要であること、他の施設の職員の協
力、資料の提供を受けること、他の施設に進ん
で協力することのほか、基準で定めていない都
道府県教育委員会による基準設定と指導援助、
研修機会の提供を求めている。 
6.3 『解説』の特徴 
(1) 解説内容 
1959 基準の規定について、下記の点で取扱
通達より詳しく解説している。①趣旨（「最低
限度の努力目標」を示したもの等）、②対象区
域（本館と分館の利用者に対する相違、本館の
必要性等）、④職員（「公民館主事」の用語の使
用、職員が得られない場合の対処法、将来の展
望等）、⑤他の施設との連絡協力（専門的施設
による援護の必要性等）、⑥連絡等に当たる公
民館（複数の可能性、「中央公民館」の用語を
用いない理由等）、⑦分館（分館の必要性）。 
1959 基準の規定以外の下記の点についても
解説している。都道府県の整備計画、市町村長
の理解、市町村の整備計画、事業計画の立て方、
地域の人々・機関・団体との連絡協力、市町村
合併への対応。 
(2) 解説方法 
望ましくない対応、実績・調査結果、関係団
体の意見、将来展望等を示している。 
(3) 数値目標 
③施設について、建物の面積は、基準で「330
平方メートル以上とする」と定め、取扱通達で
「利用者の増大等に応じて面積を拡大するこ
とが望ましい」とし、『解説』では「人口段階
別に適正規模の試案」を示している。 
(4) 公民館と図書館の連絡協力 
 公民館には、一般社会教育活動と図書館資
料を結びつけて、図書館資料の利用促進に努
めること、講義・実習施設等の利用者の身近
な場所に関係図書を置き、学級・講座・グル
ープへ図書館の関係図書が配られるようにす
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ること、図書館には、公民館図書室へ資料提
供と人的援助を行うことを求めている。 
(5) 『解説』の影響 
ただし、『解説』に関する雑誌記事等はない
ため、どの程度の影響を与えたかは明らかでは
ない。 
6.4 基準の影響力 
 基準は、基準そのものだけでなく、通達や
解説を含めて影響力を与えていると考えられ
る。したがって、基準の内容に不満があって
も、基準の制定を進め、全体としての影響力
に期待することが効果的と考えられる。 
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